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第１節 人口の推移 

１ 人口の推移 

本市の総人口は減少傾向で推移し、長期的に継続するものと見込まれます。 

年齢３区分（６５歳以上、１５歳から６４歳まで、０歳から１４歳まで）のいずれも減

少し、構成比が大きく変化することはなく、６５歳以上人口が占める割合（高齢化率）

は 35～38％台で推移したのち、令和２２年（２０４０年）には 40％を超えると見込

まれます。 

 

■人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和２年、令和５年は住民基本台帳人口。 

※令和６年以降は「国立社会保障・人口問題研究所  平成３０年推計」を基に推計。 

本頁下のグラフ及び次頁も同様。 

■人口構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14,929 13,408 13,581 13,183 12,857 11,363 9,767 8,440 7,249

79,320 74,941 71,759 70,384 68,958
63,443

56,534
48,965

41,950

46,955
46,867 46,265 45,903 45,424

43,503

41,193

39,508
37,498

141,204
135,216 131,605 129,470 127,239

118,309

107,494

96,913

86,697

0
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令和27年

（2045年）

（人）

第９期

65歳以上人口

15-64歳人口

0-14歳人口

10.6% 9.9% 10.3% 10.2% 10.1% 9.6% 9.1% 8.7% 8.4%

56.2% 55.4% 54.5% 54.4% 54.2% 53.6% 52.6% 50.5% 48.4%

33.3% 34.7% 35.2% 35.5% 35.7% 36.8% 38.3% 40.8% 43.3%
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0-14歳人口

各年９月末現在 

各年９月末現在 
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２ 高齢者人口の推移 

本市の高齢者人口は、第９期計画期間中に緩やかに減少し４５，０００人台になる

と見込まれます。年齢区分でみると、６５～７４歳人口が減少するのに対し、７５～

84 歳人口及び８５歳以上人口は増加するものと見込まれます。 

長期的にみると、令和２７年（２０４５年）に高齢者人口は３７，０００人台になると

見込まれており、また、年齢区分の構成においては、６５～７４歳人口及び７５～８４

歳人口の割合が縮小するのに対して、８５歳以上の人口の割合が拡大し、令和２７

年（２０４５年）には２６％台になると見込まれます。 

 

■高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者人口構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.4% 45.5% 45.0% 44.1% 43.4% 40.3% 39.4% 41.0% 42.4%

34.1% 34.8% 34.6% 35.1% 35.6% 37.8% 35.0% 31.9% 31.3%

18.5% 19.8% 20.4% 20.8% 21.0% 21.9% 25.6% 27.1% 26.3%
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65-74歳人口

22,256 21,304 20,840 20,238 19,699 17,539 16,235 16,202 15,917
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16,445

14,414 12,606 11,720

8,672 9,273 9,438 9,539 9,535
9,519
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46,955 46,867 46,265 45,903 45,424
43,503

41,193
39,508

37,498

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

令和２年

（2020年）

令和５年

（2023年）

令和６年

（2024年）

令和７年

（2025年）

令和８年

（2026年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

令和27年

（2045年）

（人）

第９期

85歳以上人口

75-84歳人口

65-74歳人口
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３ 人口の変化率 

前述の内容を令和５年(202３年)から令和２７年(２０4５年)の間の変化率とし

てまとめたものが下表です。 

本市の総人口が３５．９％減少する中で、生産年齢人口はそれよりも大きく４４％

減少します。その一方で、高齢者人口は２０％減少しますが、年齢区分でみると、85

歳以上は唯一６．3％の増加となっています。 

本市で総人口が減少していく中、高齢化率は令和２２年（２０４０年）に４０％を超

える見込みですが、中でも介護ニーズの高い８５歳以上の比重が高まる一方で、担

い手となる世代が顕著に減少することが懸念されます。 

 

■人口の変化率 

  令和 5 年 
(2023 年) 

令和 8 年 
(2026 年) 

令和 12 年 
(2030 年) 

令和 22 年 
(2040 年) 

令和 27 年 
(2045 年) 

2023 年 
↓ 

2045 年 
変化率 

総人口 100.0% 94.1% 87.5% 71.7% 64.1% ▲35.9% 

0-14 歳 100.0% 95.9% 84.7% 62.9% 54.1% ▲45.9% 

15-64 歳 100.0% 92.0% 84.7% 65.3% 56.0% ▲44.0% 

65 歳以上 100.0% 96.9% 92.8% 84.3% 80.0% ▲20.0% 

うち 75 歳以上 100.0% 100.6% 101.6% 91.2% 84.4% ▲15.6% 

うち 85 歳以上 100.0% 102.8% 102.7% 115.4% 106.3% 6.3% 

 

 

 

  

第９期最終年 
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第２節 世帯数の推移 

平成２７年（２０１５年）と令和２年（２０２０年）の国勢調査結果をもとに、国立社

会保障・人口問題研究所が平成３０年（２０１８年）に発表した「日本の世帯数の将来

推計（都道府県別推計）」における宮城県の世帯類型別の増減率を用いて、世帯数

推計を行いました。 

本市の「一般世帯総数」は、長期的に減少傾向で推移する一方で、「高齢者のいる

世帯」は、当面、一貫して増加するものと見込まれます。 

さらに「高齢者のいる世帯」について類型別にみると、最も要援護性の高い「高齢

者単身世帯」が顕著に増加し、令和２２年（２０４０年）には、約１万世帯に達すると

見込まれます。 

 

■一般世帯総数及び高齢者のいる世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成２７年、令和２年は国勢調査。他は独自推計。各年９月末現在。下のグラフも同様。 

 

■高齢者のいる世帯・類型別の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6,211 7,387 8,903 9,462 10,076

6,484
6,731

7,312 7,370 7,578

15,986
15,646

16,051 15,852 16,005

28,681 29,764
32,266 32,684 33,659

0
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(2040年)

（世帯）

高齢者のいる

その他の世帯

高齢者夫婦のみ

の世帯

高齢者単身世帯

56,712 56,624 55,697 54,227 52,101

28,681 29,764 32,266 32,684 33,659

50.6 52.6 

57.9 
60.3 

64.6 
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(2040年)

（世帯）

一般世帯総数 高齢者のいる世帯 一般世帯に占める高齢者のいる世帯の割合
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第３節 要支援・要介護認定者の状況 

１ 中期的推移 

要支援・要介護認定者数及び認定率について、第６期計画期間（平成２７～平成 

２９年度）、第７期計画期間（平成３０～令和２年度）及び第８期計画期間（令和３～

令和５年度）の各期平均値を用いて中期的な推移としてみると、認定者数は、増加

の傾向で推移し、第８期には９，７４２人となっています。 

認定率（要支援・要介護認定者数÷第１号被保険者数）は、実数ベースでは第６期

の１９．３％から第８期は２０．７％に上昇しています。 

 

■要支援・要介護認定者数及び認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム1」のデータにより作成。 

 

 

  

 
1 市町村における介護保険事業計画等の策定・実行を総合的に支援する情報システム。  

8,779
9,347 9,742

19.3％
20.0％

20.7％

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

第６期 第７期 第８期

（人）

要支援・要介護認定者数 認定率
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２ 認定率の比較 

認定率について、国、県及び宮城県高齢者福祉圏域「石巻・登米・気仙沼圏域」内

他市町と比較すると、本市の認定率は、第１号被保険者数全体では２０．９％と国、

県より高く、他市町との比較では上位の水準です。 

年齢区分でみると、６５～７４歳は圏域内で本市が最も高いものの大きな差はあ

りません。75～８４歳は１９．７％、８５歳以上は６０．５％であり、いずれも国、県よ

り高いものの、圏域内では南三陸町を除いた他市町と同等の水準に位置していま

す。 

 

■認定率・第１号被保険者数全体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム」令和５年度データで作成。本頁下図及び次頁同様。 

 

■認定率・65～74 歳 
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■認定率・75～84 歳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■認定率・85 歳以上 
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３ 認定者の推移と推計 

（１）認定者総数 

第８期計画期間における第２号被保険者を含めた認定者総数は、９，８００～

10,000 人台で推移しています。 

直近の認定率の状況が今後も継続すると仮定した、第９期計画期間中の認定者

数は、令和６年度には 10,192 人、令和７年度には１０,２５８人、令和８年度には 

１０,２６２人になり、１０，２００人台で推移するものと見込まれます。 

また、中長期の推計によると、令和１２年度は１０，３０５人、令和２２年度は

10,122 人になるものと見込まれます。 

 

■要支援・要介護認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム・将来推計」により作成。 

 

 

 

  

1,799 1,897 1,803 1,891 1,930 1,938 1,943 1,819 

1,908 2,011 2,056 2,126 2,162 2,164 2,167 2,073 

1,552 1,560 1,591 1,573 1,549 1,546 1,553 1,548 

1,473 1,494 1,531 1,485 1,479 1,479 1,486 1,489 

1,144 1,107 1,115 1,043 1,036 1,032 1,041 1,070 

1,251 1,306 1,351 1,365 1,386 1,388 1,399 1,408 

683 
667 704 709 716 715 716 715 
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（２）第１号被保険者の認定者数と認定率 

第８期計画期間における第１号被保険者の認定者数は、9,600～9,９00 人台

で推移しています。 

直近の認定率の状況が、今後も継続すると仮定した第９期計画期間中の認定者

数は、１０，０００人台で推移し、令和８年度には１０，０９２人になるものと見込まれ

ます。 

また、中長期の推計によると、令和１２年度は１０，１４８人、令和２２年度は

9,995 人になるものと見込まれます。 

第１号被保険者全体でみたときの認定率は、21～23％台で推移しますが、令和

２２年度には、25.3％になるものと見込まれます。 

 

■第１号被保険者の認定者数と認定率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム・将来推計」により作成。 
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第４節 介護保険事業の状況 

１ 給付費の中期的推移 

給付費について、第６期から第８期の各期年度平均値をみると、第６期の約

113.2 億円から第７期に約 116.9 億円、さらに第８期には約１２１．４億円に増加

しました。 

サービス系統別にみると、第７期から第８期にかけて施設サービス2が約４８．４億

円から約５１．１億円に増加し、在宅サービス3は約５６．１億円から約５６．８億円に

微増となっています。居住系サービス4は約１２～１３億円で推移しています。 

また、第８期の実績値は、給付費全体で計画値に対して９４．５％と見込みを

5.5％下回りました。サービスごとにみてもほぼ同様の結果となっています。 

 

■給付費の中期的推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム」のデータにより作成。 

 

  

 
2 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人保健

施設、介護療養型医療施設、介護医療院。 
3 訪問介護、訪問入浴介護等、在宅の要介護者が利用するサービス。 
4 特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護。 

4,603.8 4,841.3 5,105.4 5,349.9

1,092.5 1,234.5 1,352.4 1,416.0

5,627.9 5,614.1 5,678.5
6,075.4
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12,841.3 
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95.5%

95.4%
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２ 介護サービスの利用状況 

（１）在宅サービス 

在宅サービスの利用者数と受給率(サービス利用者数÷第１号被保険者数)につ

いて、平成３０年度からの推移をみると、令和５年度にかけて増加傾向にあり、受給

率は、11%近くとなっています。 
 

■在宅サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム」より各年度月平均値で作成。本頁下図及び次頁同様。 

 
 

（2）居住系サービス 

居住系サービスは４３０人台から４８０人前後で推移しており、受給率も１%程度

でほぼ横ばいとなっています。 
 

■居住系サービス 
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（３）施設サービス 

施設サービスの利用者数は１，５００人台で推移しており、受給率も３．3%前後で

ほぼ横ばいとなっています。 

 
 

■施設サービス 
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３ サービス受給率の状況 

介護サービスの給付に関する主要な指標である「サービス受給率（サービス利用

者数÷第１号被保険者数）」について、国、県、圏域内他市町と比較すると、本市は、

全体では１５．２％で国、県よりも高い水準で、圏域内では中位です。 

サービス系統別にみると、在宅サービスと施設サービスは国、県よりもやや高い

水準である一方で、居住系サービスはやや低い水準となっています。圏域内では、

いずれも概ね中位の水準です。 

 

■サービス受給率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム」の令和５年度データにより作成。本頁下図及び次頁同様。 

 

■在宅サービス受給率 
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■居住系サービス受給率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設サービス受給率 
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４ 第１号被保険者１人当たり給付月額の状況 

介護サービスの給付に関する主要な指標である「第１号被保険者１人当たり給付

月額」について同様に比較すると、本市は、１９，１４１円であり、国、県よりも低い水

準で、圏域内では中位から下位の水準です。 

サービス系統別にみると、県よりも在宅サービスが９１８円、居住系サービスが

351 円低く、施設サービスは１８３円高くなっています。 

 

■第１号被保険者１人当たり給付月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「地域包括ケア見える化システム」の令和３年度データにより作成。本頁下図及び次頁同様。 

 

■第１号被保険者１人当たり給付月額・在宅サービス 
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■第１号被保険者１人当たり給付月額・居住系サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第１号被保険者１人当たり給付月額・施設サービス 
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第５節 各種実態調査結果の概要 

１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（１）主観的健康状態 

自覚的な健康状態（主観的健康状態）は「まあよい」が７２．０％と最も多く、「とて

もよい」（８．９％）と合わせて約８割は良好としています。 

 

■主観的健康状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）幸福度 

現在の幸福度について「０点（とても不幸）」から「１０点（とても幸せ）」まで１１段

階の得点で伺ったところ、「８点」が最も多く２１．２％、次いで「５点」が１９．３％、

「７点」が１６．７％、「１０点」が１５．４％となっています。 

 

■幸福度 
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（３）現在治療中又は後遺症のある病気 

現在治療中又は後遺症のある病気は、「高血圧」が最も多く５２．６％、次いで「目

の病気」が２５．９％となっており、「ない」は１０．８％となっています。 

 

■現在治療中又は後遺症のある病気 
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（４）運動器の機能低下 

「階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか」「椅子に座った状態から

何もつかまらずに立ち上がっていますか」「１５分位続けて歩いていますか」「過

去１年間に転んだ経験がありますか」「転倒に対する不安は大きいですか」の５

項目中３項目以上の該当選択肢がある場合、運動器の機能低下「該当」となり

ます。 

 

①全体 

全体では、「該当」は１４．１％となっています。 

 

■運動器の機能低下 

 

 

 

 

 

 

【前回（令和２年）調査との比較】 

運動器の機能低下への「該当」は１４．１％と、令和２年の１４．２％とほぼ同様の

結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②性別 

性別では、「該当」の割合が男性よりも女性の方が５．０ポイント高くなっていま

す。 

■運動器の機能低下・性別 

 

 

 

 

 

  

14.2
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79.0

85.9

6.8

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年 n=1,163

令和５年 n=1,153

該当 非該当 無回答
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③年齢区分別 

年齢区分別では、年齢が上がるほど「該当」の割合が高い傾向となっています。 

 

■運動器の機能低下・年齢区分別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④主観的健康状態との関係 

運動器の機能低下のリスク状況から主観的健康状態をみると、機能低下の「該

当」は３９．３％が主観的健康状態について「良くない」となっており、「良い」は、 

５８．９％となっています。一方、機能低下の「非該当」は８４．５％が「良い」であり、

主観的健康状態について顕著な差があります。 

 

■主観的健康状態と運動器の機能低下 
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（５）手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ5） 

「バスや電車を使って１人で外出していますか」「自分で食品・日用品の買物

をしていますか」「自分で食事の用意をしていますか」「自分で請求書の支払い

をしていますか」「自分で預貯金の出し入れをしていますか」の５項目の回答に

よる合計点が５点であればＩＡＤＬが「高い」、４点であれば「やや低い」、３点以

下であれば「低い」と判定 

 

①全体 

全体では、「高い」が８６．４％、「やや低い」が８．４％、「低い」が４．１％となって

います。 

■手段的日常生活動作（ＩＡＤＬ） 

 

 

 

 

 

 

【前回（令和２年）調査との比較】 

令和２年より「高い」が２．１ポイント、「やや低い」が０．７ポイント増加し、「低い」

は令和２年より１．１ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

②性別 

性別では、男性よりも女性の方が「高い」の割合が５．１ポイント高くなっていま

す。 

■ＩＡＤＬ・性別 

 

 

 

 

  

 
5 食事、排せつ、入浴などの日常生活動作（ＡＤＬ）よりも高次で、電話の使い方、買い物、家事、移動、服薬の

管理、金銭の管理など、自立した生活を送るための複雑な生活動作のこと。 

ＩＡＤＬは、Instrumental Activities of Daily Living の略。 

84.3
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7.7

8.4

5.2

4.1

2.9

1.1
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令和２年 n=1,163

令和５年 n=1,153

高い やや低い 低い 無回答
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③年齢区分別 

年齢区分別の「高い」の割合は、「６５歳～６９歳」から「７０歳～７４歳」の変化

は小さいものの、以降、年齢が上がるにつれて減少する傾向がみられます。 

 

■ＩＡＤＬ・年齢区分別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④運動器の機能低下との関係 

ＩＡＤＬと運動器の機能低下との関係をみると、ＩＡＤＬの低下とともに運動器の

機能低下について「該当」の割合が顕著に増加し、「非該当」の割合が減少してい

ます。 

■ＩＡＤＬと運動器の機能低下 
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（６）閉じこもり傾向 

「週に１回以上は外出していますか」「昨年と比べて外出の回数が減っていま

すか」の２項目の回答により、外出頻度の低い場合が「該当」となり、さらに昨年

よりも外出頻度が減っている場合は「要注意」と判定 

 

①全体 

全体では、「要注意」が１４．７％、「該当」が９．４％、「非該当」が７３．６％とな

っています。 

■閉じこもり傾向 

 

 

 

 

 

 

 

【前回（令和２年）調査との比較】 

令和２年に比べ「要注意」は４．４ポイント増加した一方、「非該当」は２．１ポイント

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②性別 

性別では、「該当」、「要注意」ともに、男性よりも女性が多くなっています。 

 

■閉じこもり傾向・性別 
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75.7

73.6

4.0

2.3
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要注意 該当 非該当 無回答
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③年齢区分別 

年齢区分別では、年齢が上がるにつれて「要注意」の割合が高くなっており、特

に９０～９４歳は２９．４％と、６５～６９歳（8.9％）の３倍以上となっています。 

 

■閉じこもり傾向・年齢区分別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④運動器の機能低下との関係 

運動器の機能低下との関係をみると、閉じこもり傾向が強まるにつれて運動器

の機能低下について「該当」の割合が高くなっています。 

 

■閉じこもり傾向と運動器の機能低下 
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（７）うつ傾向 

「この１か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすることがあり

ましたか」「この１か月間、どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは心

から楽しめない感じがよくありましたか」の２項目のうち、１項目でも該当選択

肢である場合に「該当」と判定 

 

①全体 

全体では、「該当」が 38.8％、「非該当」が５８．５％となっています。 

 

■うつ傾向 

 

 

 

 

 

 

 

【前回（令和２年）調査との比較】 

令和２年に比べ「該当」が３．４ポイント増加し、「非該当」は１．５ポイント減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②性別 

性別では、女性は「該当」の割合が男性よりもやや多くなっています。 

 

■うつ傾向・性別 

 

 

 

 

 

  

35.4

38.8

60.0

58.5

4.6

2.8
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令和２年 n=1,163

令和５年 n=1,153

該当 非該当 無回答
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③運動器の機能低下との関係 

運動器の機能低下との関係をみると、うつ傾向の「該当」は「非該当」に比べ、

運動器の機能低下についての「該当」の割合が１１．７ポイント高くなっています。 

 

■うつ傾向と運動器の機能低下 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④閉じこもり傾向との関係 

閉じこもり傾向との関係についても、上記と同様に、うつ傾向の「該当」は「非

該当」に比べ、閉じこもり傾向が高リスク化しています。 

 

■うつ傾向と閉じこもり傾向 
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（８）地域活動への参加状況 

「①ボランティアのグループ」から「⑧収入のある仕事」の８種の活動6につい

て、８種の活動のいずれか１項目でも「週１回」以上の回答をした票を「参加度・

高位」に、「月１～３回」及び「年に数回」と回答した票を「参加度・低位」に、上記

以外を「参加なし」と判定 

 

①全体 

全体では、「参加度・高位」は２９．７％、「参加度・低位」は２５．３％、「参加なし」

は３２．３％となっています。 

 

■地域活動への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

【前回（令和２年）調査との比較】 

地域活動に週１回以上参加している「参加度・高位」は令和２年から５．４ポイント

減少し、「参加なし」は令和２年から５．９ポイント増加するなど、コロナ禍による外

出制限や活動自粛などの影響がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
6 ①ボランティアのグループ、②スポーツ関係のグループやクラブ、③趣味関係のグループ、④学習・教養サー

クル、⑤介護予防のための通いの場（生きがいデイサービス、ミニデイサービスなど）、⑥老人クラブ、⑦町内

会・自治会、⑧収入のある仕事、の８種。 

 

35.1

29.7

27.5

25.3

26.4

32.3

11.0

12.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和２年 n=1,163

令和５年 n=1,153

参加度・高位 参加度・低位 参加なし 無回答
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②地域活動への参加状況と参加者としての参加意向 

地域活動への参加状況と地域活動への参加者としての参加意向の関係をみる

と、参加度合いが高いほど、参加意欲も高い傾向となっていますが、「参加なし」

でも、「是非参加したい」（4.6％）、「参加してもよい」（38.4％）と両者を合わせ

た約４割が参加意向を示しています。 

 

■地域活動への参加状況と参加者としての参加意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域活動への参加状況と認知症に関する相談窓口の認知 

認知症に関する相談窓口の認知との関係をみると、参加度合いに関わらず「い

いえ」の回答が多く、いずれも７割を超えています。参加度合いが低いほど認知度

も低減する傾向にあり、「参加度・高位」（23.4％）と「参加度・低位」（20.5％）

は２割台の認知度であるのに対し、「参加なし」は１３．７％と顕著に低くなってい

ます。 

 

■地域活動への参加状況と認知症に関する相談窓口の認知  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（認知症相談窓口を
知っている）  

（認知症相談窓口を
知らない）  
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（９）市の高齢者福祉、地域福祉について 

①認知症になっても暮らしやすい石巻市になるために必要なこと 

認知症になっても暮らしやすい石巻市になるために必要なことについては、

「認知症のことを相談できる窓口体制の充実」が 57.8％と最も多く、次いで「家

族の精神的・身体的負担を減らす取組み」が 57.1％、「医療と介護の連携強化」

が 46.0％となっています。 

 

■認知症になっても暮らしやすい石巻市になるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域で見守る体制をつくるために必要なこと 

地域で見守る体制をつくるために必要なことについては、「隣近所での見守り・

あいさつ」が 47.0％と最も多く、次いで「災害時における支援」が 39.6％、「緊

急の相談窓口」が 38.4％となっています。 

 

■地域で見守る体制をつくるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.0

39.6

38.4

34.4

32.0

23.2

15.4

15.0

0.7

12.5

7.9

0% 10% 20% 30% 40% 50%

隣近所での見守り・あいさつ

災害時における支援

緊急の相談窓口

サロン（だれでも気軽に寄り合いができる場所）

警察・市・地域包括支援センターなど…

高齢者110番（商店や宅配業など…

ボランティアの育成・支援

地域での見守りの勉強会

その他

わからない

無回答 n=1,153 （複数回答）

警察・市・地域包括支援センターなど

関係機関への連絡ネットワーク

高齢者110番（商店や宅配業など

緊急連絡に協力してくれる機関）
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２ 在宅介護実態調査 

（１）施設等への入所・入居の検討状況 

入所等の申し込みをしている調査対象者は３．５％（n=２０）、入所等を検討して

いるのは 16.6％（n=９４）であり、７８．９％（n=４４６）はまだ入所等は検討してい

ない状況です。（以下「入所・入居は検討していない」を＜未検討＞、「入所・入居を

検討している」を＜入所等検討＞、「すでに入所・入居申し込みをしている」を＜申

込済＞と簡略して表記） 

 

■施設等への入所・入居の検討状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設等への入所・入居の検討状況と要介護等認定状況 

調査対象者の要介護等認定の状況を「要支援群」（要支援１～２）と「軽度群」（要

介護１～２）及び「中重度群」（要介護３～５）の３つに分類し、入所等の検討状況と

クロス集計しました。なお、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所対象は、

原則要介護３以上（「中重度群」）となっています。 

＜申込済＞は「中重度群」（要介護３～５）が６５．０%となっており、＜入所等検

討＞では「軽度群」（要介護１～２）が４６．８％など、要介護度の高まりとともに＜入

所等検討＞や＜申込済＞へと段階を踏んで増える傾向にあります。 

 

■施設等への入所・入居の検討状況と要介護等認定状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 すでに入所・入居 
申し込みをしている 

＜未検討＞  ＜入所等検討＞  ＜申込済＞  
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（３）施設等への入所・入居の検討状況と介護者が不安に感じる介護  

＜申込済＞と＜入所等検討＞では「認知症状への対応」、「夜間の排泄」、「日中

の排泄」の３項目が多くなっています。また、＜未検討＞では「認知症状への対応」

が最も多いものの、次いで「不安に感じていることは、特にない」となっています。 

 

■施設等への入所・入居の検討状況と介護者が不安に感じる介護  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.7

14.1

4.4

12.7

2.0

1.5

15.4

12.9

3.4

29.3

3.4

5.1

5.6

2.4

10.5

18.8

9.0

26.4

31.0

8.0

9.2

0.0

1.1

19.5

9.2

4.6

40.2

4.6

6.9

3.4

6.9

18.4

8.0

5.7

33.3

33.3

22.2

0.0

5.6

0.0

5.6

5.6

11.1

50.0

0.0

5.6

0.0

5.6

22.2

11.1

5.6

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

未検討

n=410

入所等検討

n=87

申込済

n=18



 

44 

（４）主な介護者の介護継続の見込み 

フルタイムあるいはパートタイムで働いている調査対象者の主な介護者に、今後

も働きながら介護を続けていけるかどうかについて回答を得たものが、次のグラフ

です。 

「問題なく、続けていける」が２３．５％、「問題はあるが、何とか続けていける」が 

５２．２％、「続けていくのは、やや難しい」が５．８％、「続けていくのは、かなり難し

い」が２．７％となっています。 

 

■主な介護者の介護継続の見込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これを「問題なく、続けていける」（n=５３）と「問題はあるが、何とか続けていけ

る」（n=118）を統合して＜継続可能＞（n=171）とし、「続けていくのは、やや難し

い」（n=13）と「続けていくのは、かなり難しい」（n=6）を統合して＜継続困難＞

（n=19）に、さらに「主な介護者に確認しないと、わからない」（n=27）と「無回答」

（n=9）を統合して「不明・無回答」（n=36）としたものが次のグラフとなります。 

「継続可能」は７５．７％であり、「継続困難」は８．４％となっています。 

 

■主な介護者の介護継続の見込み（２群に統合） 
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（５）介護継続の見込みと勤務形態 

勤務形態は、いずれも「フルタイムで働いている」が多くなっていますが、＜継続

困難＞が５２．６％に対し、＜継続可能＞では、６９．０％となっており、１６．４ポイン

ト高い数字となっています。 

 

■介護継続の見込みと勤務形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）介護継続の見込みと調査対象者の要介護度 

調査対象者の要介護度をみると、＜継続困難＞は＜継続可能＞に比べて「要支

援群」が少なく「軽度群」及び「中重度群」が多くなっています。 

 

■介護継続の見込みと調査対象者の要介護度 
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（７）介護継続の見込みと介護者が行っている介護 

介護者が行っている介護では、＜継続可能＞、＜継続困難＞ともに上位に挙げ

ているのは、「外出の付き添い、送迎等」、「食事の準備（調理等）」、「その他の家事

（掃除、洗濯、買い物等）」、「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」となっています。 

また、＜継続困難＞が＜継続可能＞を顕著に上回る項目としては、「認知症状へ

の対応」（３０．４ポイント差）、「衣類の着脱」（２８ポイント差）、「身だしなみ（洗顔・歯

磨き等）」（２４ポイント差）などとなっています。 

 

■介護継続の見込みと介護者が行っている介護 
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（８）介護継続の見込みと効果のある勤め先からの支援 

効果のある勤め先からの支援をみると、＜継続可能＞は「特にない」が２９．２％

と最も多く、次いで「介護休業・介護休暇等の制度の充実」、「労働時間の柔軟な選

択（フレックスタイム制など）」、「自営業・フリーランス等のため、勤め先はない」など

となっています。 

一方、＜継続困難＞は「自営業・フリーランス等のため、勤め先はない」が  

４２．１％と最も多く、次いで「介護休業・介護休暇等の制度の充実」、「労働時間の

柔軟な選択（フレックスタイム制など）」などとなっています。 

 

■介護継続の見込みと効果のある勤め先からの支援 
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３ 施設入所者調査 

（１）施設入所の理由 

施設入所の理由は、「家族はいるが、十分に介護ができないから」が５２．３％と

最も多く、次いで「２４時間の介護が必要だから」が３５．８％、「介護する家族がい

ないから」が３２．１％となっています。 

 

■施設入所の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設設備の満足度 

施設設備について、「満足」が５５．１％と最も多く、「まあ満足」（３８．９％）を合わ

せた満足回答は９４．０％となっています。 

 

■施設設備の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

（３）施設職員の対応の満足度 

施設職員の対応について、「満足」が５２．０％と最も多く、「まあ満足」（３８．６％）

を合わせた満足回答は９０．６％となっています。 

 

■施設職員の対応の満足度 
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（４）不安に思うこと 

不安に思うことは、「自分自身の健康状態」及び「わからない」が２６．２％と最も

多く、次いで「特にない」が２４．３％、「家族と行き来できないこと」が２３．７％とな

っています。 

 

■不安に思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）施設生活の総合的な満足度 

施設生活の総合的な満足度として、「満足」が４６．７％と最も多く、「まあ満足」 

（４６．４％）を合わせた満足回答は９３．１％となっています。 

 

■施設生活の総合的な満足度 
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４ 介護サービス提供事業者調査 

（１）従業員の職種別過不足状況 

従業員の職種別過不足状況をたずねたところ、「大いに不足」、「不足」、「やや不

足」を合わせた＜不足状況＞にある職種は、「③介護職員」で３９．７％となっていま

す。 

また、「⑨全体で見た場合」における＜不足状況＞も４４．１％となっています。一

方、「適正」が多いのは、「⑤生活相談員」で４２．６％、次いで「②サービス提供責任

者」及び「④看護職員」が３６．８％となっています。 

 

■従業員の職種別過不足状況 

 

 

 

 

 

 

  

※1 PT ＝ 理学療法士 

※2 OT ＝ 作業療法士 

※3 ST ＝ 言語聴覚士 

⑥PT※1/OT※2/ST※3等 

⑨全体で見た場合  
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（２）事業所運営の課題 

前項「従業員の職種別過不足状況」の「⑨全体で見た場合」について、「大いに不

足」（n=７）、「不足」（n=７）、「やや不足」（n=１６）と回答した事業者を合わせて 

＜不足群＞（n=３０）とし、「適正」と回答した事業者（n=２７）を＜適正群＞として

比較すると次のとおりとなります。 

＜不足群＞は「職員の確保」が８３．３％で最も多く、次いで「利用者の確保」  

（７０．０％）、「職員の資質向上」及び「施設・設備の改善」（いずれも４３．３％）とな

っています。 

＜適正群＞では、「利用者の確保」が５９．３％で最も多く、次いで「職員の確保」

（４４．４％）、「サービスの質の向上」及び「利用者や家族の制度に対する理解の促

進」（いずれも３７．０％）となっています。 

 

■事業所運営の課題 
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（３）介護人材確保・定着に必要な行政の支援 

介護人材確保・定着に必要な行政の支援としては、＜不足群＞では「学校教育で

の啓発」が５６．７％、＜適正群＞では「介護職員の家賃・支度金の助成」が５５．６％

で最も多く、２番目はともに「介護職のイメージアップ」で＜不足群＞５３．３％、 

＜適正群＞４８．１％となっています。＜不足群＞ではさらに、「介護職員の家賃・支

度金の助成」（５０．０％）に次いで「介護 ICT・ロボット導入費用の助成」（４６．７％）

が挙げられています。 
 

■介護人材確保・定着に必要な行政の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）人材が定着するために必要なこと 

人材が定着するために必要なこととして、＜不足群＞＜適正群＞ともに「賃金の

改善」が最も多く、＜不足群＞は次いで「柔軟な働き方の促進（子育て支援、ワーク

シェアリングなど）」が３６．７％となっており、＜適正群＞の１８．５%と比較すると

約２倍の割合となっています。 
 

■人材が定着するために必要なこと 
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第６節 本市の取組と第９期計画に向けた課題 

第８期計画における取組や各種実態調査等の結果を踏まえ、第９期計画に向け

た課題を取りまとめた結果は以下のとおりです。 

 

■生きがい創出と社会参加の促進 

○高齢者の生きがいづくり支援 

高齢者の生きがいづくりに向けて、陶芸や木工などの各種講座を開講しており、

令和５年度からは新たにクラフトハンドとつまみ細工を開講しました。 

高齢者スポーツ大会についてはコロナ禍により令和３年度、４年度は中止となり

ましたが、令和５年度から再開しています。 

このほか、老人福祉センターやいきいきふれあい交流センター、老人憩の家、高齢

者生活福祉センターなどでの交流や活動を行いました。 

また、生涯学習の推進により、年齢に関わらず学びたい意欲のある市民への学習

活動を支援しています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

高齢者が生き生きと充実した生活を送れるよう、閉じこもり予防や心身の健

康づくり、介護予防などの効果についても周知啓発しながら、コロナ禍で参加

者が減少する前の状況に戻るように、様々な高齢者の生きがいづくりの場や

機会を支援していく必要があります。 

 

 

○高齢者の社会参加の促進 

高齢者が今までの経験の中で培ってきた知識や技術を社会で発揮し、地域の担

い手として活躍できるよう、地域での高齢者の自主的な組織である老人クラブを支

援するため、石巻市老人クラブ連合会及び各単位クラブに対し活動費補助金を交

付しています。 

また、本市では、働きたい高齢者の社会参加の促進のために、「高齢者の仕事掘

り起こし会議」を設置し、６０歳以上を対象とした合同企業説明会を行っています。 

このほか、就業支援として、公益社団法人石巻市シルバー人材センターの運営補

助を行っています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

老人クラブについては会員やクラブ数の減少などもみられることから、引き

続き活動の周知や加入促進などに向けた広報活動などに取り組むとともに、

働く高齢者の掘り起こしや就労の場の確保のマッチングなど、シルバー人材セ

ンターの機能充実及び高齢者の継続雇用並びに就労促進の支援が求められま

す。 



 

54 

■健康増進と介護予防の推進 

○健康づくり事業の促進 

健康寿命の延伸に向けて、健康づくり教室や健康相談会を実施しています。コロ

ナ禍により実施回数や参加人数は減少しましたが、令和５年度は回数・人数ともに

回復しつつあります。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

生活習慣病の発症や重症化を予防するため、保健師・栄養士・歯科衛生士等

との連携の下、健康づくり教室や健康相談会を開催し、高齢者本人の自発的な

健康づくり、健康寿命の延伸を支援していく必要があります。 

 

 

○介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

介護予防に向けて、普及啓発のための出前講座や介護予防教室の実施や訪問指

導、通所型サービス等を実施しています。また、住民主体の通いの場などの自主活

動支援や専門職の派遣などを実施しています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

コロナ禍で事業が中止となり、参加する機会が失われたことから、フレイル

（虚弱）状態に陥ったものを、コロナ禍以前の状況に戻るように、個人に合わせ

た適切な指導を専門職の関与の下で行い、フレイル予防をさらに推進していく

必要があります。 

 

 

■生活支援の充実 

○高齢者の生活支援の充実 

高齢者の生活支援では、特に一人暮らし高齢者等の日常生活での不便や不安を

解消するため、緊急通報システムの普及や外出支援、訪問理美容サービス、日常生

活用具給付等を行っています。また、居宅での生活が困難になった場合に養護老人

ホームへの入所措置などを行っています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

高齢者が住み慣れた地域で安心して日常生活を送ることができるよう、必

要な生活支援サービスを充実させるとともに、介護や医療が必要な際には迅

速に必要な措置を講じることができる体制を整備していく必要があります。 
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○高齢者権利擁護・虐待防止体制の充実 

判断能力の低下により本人の権利や財産が侵害されることを防止するため、成

年後見制度の周知や普及に取り組むとともに、必要な方に対して成年後見、保佐、

補助の審査請求等を行っています。 

また、石巻市成年後見制度利用促進会議を開催し、法律・福祉の専門職団体との

協力関係を構築し、情報共有や意見交換を行っています。また、高齢者虐待への組

織的対応として、総合相談センターを設置し、関係機関や専門職が連携しケース会

議の開催や迅速な対応体制の強化を進めています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

成年後見制度の利用を希望する市民が身近な地域で相談でき、必要な支援

につながる体制づくりを進めるとともに、高齢者虐待防止に関する啓発や虐待

事例の早期発見・早期対応を行う体制づくり、家族介護者への支援や相談体

制の充実などが必要です。 
 

 

○高齢者の居住環境の充実 

元気な高齢者はもとより、介護が必要となっても、家族の介護やサービスを受け

ながら住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、住宅のバリアフリー化、住

宅改修、福祉用具利用などを支援しています。また、介護や身の回りの世話が必要

な方に向けて、高齢者世話付住宅に生活援助員を配置し生活相談や緊急時の対応

などのサービスを提供しています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

高齢者が、住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、高齢者本人の生

活環境や身体状況に応じた必要な居住環境整備を充実するとともに、高齢者

世話付住宅での生活支援サービスを引き続き実施するほか、有料老人ホーム

やサービス付き高齢者向け住宅等、高齢期の多様な住まいなどの選択肢につ

いても情報提供等を行っていく必要があります。 
 

 

■支え合いと連携の充実 

○地域で支え合う体制の整備 

本市では１２か所の地域包括支援センターを設置しており、総合相談支援や介護

予防のケアプラン作成、介護予防教室の実施、権利擁護業務等を実施しています。

生活課題が複雑化・多様化する中で、様々なケースに対応するため、多職種の協働

による地域ケア会議を開催し、地域課題の把握や解決に向けたネットワークづくり

を進めています。 

また、避難行動要支援者支援制度の周知と普及を進めています。このほか、地域

での互助活動としてコミュニティ・カーシェアリングの普及に取り組んでいます。 
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【第９期計画に向けた課題】 

高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、地域包括支援セ

ンターを起点とした相談支援や生活支援、介護予防、権利擁護等が円滑に機

能するよう関係機関との連携を深めるとともに、安心安全な暮らしに向けた住

民相互の支え合いをはじめ、地域に密着したサービスや体制づくりを進めてい

くことが求められます。 

 

 

○認知症本人・家族への支援の充実 

認知症高齢者とその家族が安心して地域で生活できるよう、認知症初期集中支

援チームの設置や認知症地域支援推進員の配置により、早期診断・早期対応に向け

た支援とともに、認知症講演会の実施、認知症ケアパスや認知症サポーター及びキ

ャラバンメイトの養成など、認知症に関する正しい知識の普及啓発活動を行ってい

ます。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

認知症に関する正しい知識の普及や周囲の理解、若年性認知症の人や介護

者が相談しやすい体制づくりに努めるとともに、認知症の人やその家族の視点

を重視した取組や地域で支える仕組みづくりが求められています。 

 

 

○在宅医療・介護連携を図るための体制整備 

在宅医療と在宅介護が切れ目なく提供される体制の構築に向け、石巻市立病院

や医師会などと連携し、在宅医療と在宅介護の現状と課題を把握し検討を行うと

ともに、医療・介護関係者間の情報共有を支援しています。本市のホームページで

情報提供を行うとともに、地域住民に対し、出前講座の開催やパンフレットの配布

などによる普及啓発を行っています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携し

て、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供するための情報交換・共有の場

の充実が必要です。 
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○生活支援サービスの体制整備 

地域の支え合い体制を推進するため、市内全域１６地区に第２層協議体を設置し、

生活支援コーディネーターを中心としながら、地域の様々な活動をつなぎ、高齢者

の生活支援サービスの開発やサービスの担い手の発掘・養成等を行っています。そ

の成果として、各地域では、サロン活動や見守り活動などの支え合い活動が行われ

ています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

生活支援コーディネーターが中心となり、地域包括支援センターや関係機関

との連携を強化するとともに、元気な高齢者自身も地域の担い手として活躍

できる体制づくりを推進していく必要があります。 

 

 

■介護サービス基盤の充実 

○介護サービス基盤の整備・充実 

要支援・要介護状態になっても住み慣れた地域で必要なサービスを利用しながら

暮らし続けられるよう、介護保険施設等の整備を進めています。現在、介護老人福

祉施設１７か所、介護老人保健施設７か所、認知症対応型共同生活介護事業所２７

か所、小規模多機能型居宅介護事業所９か所、看護小規模多機能型居宅介護事業

所２か所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所１か所が整備されています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

要支援・要介護認定者や認知症高齢者の増加が見込まれていることから、

希望する介護サービスを必要な時に利用できるよう、地域の実情に応じた基

盤整備や事業者の参入促進を図っていく必要があります。 

 

 

○介護サービス事業所の人材の確保・人材育成 

より良い介護サービスを提供するためには介護人材の確保が不可欠ですが、介

護現場における人材の確保や定着が難しい状況となっていることから、介護職のイ

メージアップに向けた情報発信やイベントの開催、ハローワーク石巻との連携支援

のほか、介護・福祉職の奨学金返還支援や介護職員向けの研修を実施しています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

要支援・要介護状態になる方が多い後期高齢者が増加する一方、生産年齢

人口は減少することが予想されることから、必要な介護人材の確保に向けて、

県や関係機関と連携し、より若い年代や元気な高齢者を対象に介護や福祉の

イメージアップを図るとともに、介護現場における介護ロボットやＩＣＴの活用、

外国人介護人材の採用をさらに進めていく必要があります。  
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○介護サービスの質の向上 

介護サービスの質の向上に向けて、介護支援専門員への研修や介護サービス事

業者への指導・監督を行うほか、事業者連絡協議会などによる情報共有や連携を

進めています。また、事業者に対する災害や感染症に対する備えへの支援のほか、

広く市民に向けて介護保険制度を周知するとともに苦情処理体制を整備し、保険

者として適正な運用に向けた取組を行っています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

安心して介護サービスを利用することができるよう、介護サービス事業者や

関係機関と連携し、安心安全なサービスの提供に向けた情報共有や技術向上

のための研修などに取り組むとともに、市民に分かりやすい情報開示や苦情処

理対応を行うなど、適正な介護サービスの提供に向けた取組を進めていく必

要があります。 

 

 

○介護に取り組む家族等への支援の充実 

在宅で介護を行う介護者の様々な負担の軽減策として、家族介護慰労金の支給

や介護用品の支給等を行っています。また、高額介護サービス費の払い戻しまでの

資金の貸付や社会福祉法人等による利用者負担軽減などを行っています。 

 

【第９期計画に向けた課題】 

高齢者のみの世帯や高齢者の一人暮らし世帯が増加する中で、いわゆる老

老介護や認知症を抱えた高齢者による認認介護のほか、就学や就職、結婚な

どに影響を与えるヤングケアラーの問題など、様々な家族の形態による介護の

実態を踏まえつつ、必要な家族介護者への支援を行っていく必要があります。 

 

 

  


